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(57)【要約】
【課題】
　付加製造方法及びろう付け可能な付加構造体を用いた
ハイブリッド物品を提供する。
【解決手段】
　付加製造方法は、付加材料の複数の層を繰り返し融合
させてろう付け可能な付加構造を構築する段階を含む。
付加材料は、ベース合金と第２の合金とを含む混合物を
含んでいて、第２の合金は、ベース合金よりも低い溶融
温度をもつように十分な量の融点降下剤を含んでいる。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　付加材料の複数の層を繰り返し融合させてろう付け可能な付加構造を構築する段階を含
む付加製造方法であって、
付加材料が、ベース合金と第２の合金とを含む混合物を含んでいて、第２の合金が、ベー
ス合金よりも低い溶融温度をもつように十分な量の融点降下剤を含んでいる、付加製造方
法
【請求項２】
　ろう付け可能な付加構造をベース構造の表面に接合してハイブリッド物品を形成する段
階をさらに含む、請求項１に記載の付加製造方法。
【請求項３】
　接合段階が、ベース合金を溶融させずに第２の合金を少なくとも部分的に溶融させるの
に十分な熱を加える段階を含む、請求項２に記載の付加製造方法。
【請求項４】
　ベース構造の表面が１以上の表面特徴部を含んでおり、ベース構造に接合する際にろう
付け可能な付加構造が１以上の表面特徴部を少なくとも部分的に取り囲む、請求項２に記
載の付加製造方法。
【請求項５】
　ろう付け可能な付加構造が、ベース構造の表面輪郭と実質的に一致する凹凸輪郭を含む
、請求項１に記載の付加製造方法。
【請求項６】
　ベース合金が、ニッケル基、コバルト基又は鉄基超合金を含む、請求項１に記載の付加
製造方法。
【請求項７】
　第２の合金が、ホウ素、ケイ素、ゲルマニウム及び／又はマンガンを含む融点降下剤を
含む、請求項１に記載の付加製造方法。
【請求項８】
　付加材料が、約２５重量％～約７５重量％のベース合金と、約７５重量％～約２５重量
％の第２の合金とを含む、請求項１に記載の付加製造方法。
【請求項９】
　付加材料の複数の層が融合してなるろう付け可能な付加構造であって、
付加材料が、ベース合金と第２の合金とを含む混合物を含んでいて、第２の合金が、ベー
ス合金よりも低い溶融温度をもつように十分な量の融点降下剤を含んでいる、ろう付け可
能な付加構造。
【請求項１０】
　ベース合金が、ニッケル基、コバルト基又は鉄基超合金である、請求項９に記載のろう
付け可能な付加構造。
【請求項１１】
　第２の合金が、ホウ素、ケイ素、ゲルマニウム及び／又はマンガンを含む融点降下剤を
含む、請求項９に記載のろう付け可能な付加構造。
【請求項１２】
　付加材料が、約２５重量％～約７５重量％のベース合金と、約７５重量％～約２５重量
％の第２の合金とを含む、請求項９に記載のろう付け可能な付加構造。
【請求項１３】
　ろう付け可能な付加構造が凹凸輪郭を含む、請求項９に記載のろう付け可能な付加構造
。
【請求項１４】
　ろう付け可能な付加構造が１以上の表面特徴部を含む、請求項９に記載のろう付け可能
な付加構造。
【請求項１５】
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　表面を有するベース構造と、
ベース構造の表面に接合したろう付け可能な付加構造であって、ろう付け可能な付加構造
が互いに融合した付加材料の複数の層を含んでおり、付加材料が、ベース合金と第２の合
金とを含む混合物を含んでいて、第２の合金が、ベース合金よりも低い溶融温度をもつよ
うに十分な量の融点降下剤を含んでいる、ろう付け可能な付加構造と
を備えるハイブリッド物品。
【請求項１６】
　ベース合金が、ニッケル基、コバルト基又は鉄基超合金である、請求項１５に記載のハ
イブリッド物品。
【請求項１７】
　ベース構造の表面が１以上の表面特徴部を含む、請求項１５に記載のハイブリッド物品
。
【請求項１８】
　ベース構造に接合する際にろう付け可能な付加構造が１以上の表面特徴部を少なくとも
部分的に取り囲む、請求項１７に記載のハイブリッド物品。
【請求項１９】
　ろう付け可能な付加構造が、ベース構造の表面輪郭と実質的に一致する凹凸輪郭を含む
、請求項１５に記載のハイブリッド物品。
【請求項２０】
　ハイブリッド物品がタービン部品を含む、請求項１５に記載のハイブリッド物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書に開示される主題は付加製造に関し、より具体的には、付加製造方法及びろう
付け可能な付加構造体を用いたハイブリッド物品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、付加製造プロセスは、１種以上の材料を堆積して、ネットシェイプ又はニアネ
ットシェイプの物体を作ることを意味し、除去製造方法と対照をなしている。「付加製造
」は業界標準用語ではあるが（ＡＳＴＭ　Ｆ２７９２）、付加製造は、様々な名前で呼ば
れている種々の製造技術及び試作技術を包含し、自由形状製作、３Ｄプリンティング、迅
速試作／ツーリング等を含む。付加製造技術は、種々の材料から複雑な部品の製作を可能
にする。一般に、独立している物体は、コンピュータ支援設計（ＣＡＤ）モデルから製作
することができる。例示的な付加製造プロセスの１つは、エネルギービーム、例えば、電
子ビーム又はレーザービーム等の電磁放射を使用して、粉末材料を焼結又は溶融させて、
粉末材料の各粒子が互いに結合した固体３次元物体を生成する。異材料系、例えば、エン
ジニアプラスチック、熱可塑性プラスチック、金属及びセラミックスを使用することがで
きる。レーザー焼結又は溶融は、機能試作及びツールの迅速製作のための例示的な付加製
造プロセスの１つである。用途としては、インベストメント鋳造用パターン、射出成形及
びダイカスト用金型、砂型鋳造用モールド及びコア及び比較的複雑な部品自体を含むこと
ができる。設計段階でのコンセプトの情報伝達及び試験を容易にするための試作物の製作
は、他の可能性のある付加製造プロセスの用途である。同様に、鋳造又は鍛造を含む他の
製造技術では難しい内部通路を備えるより複雑なデザインの部品は、付加製造方法を用い
て製作することができる。
【０００３】
　レーザー焼結は、レーザービームを使用して微粉末を焼結又は溶融することで、３次元
（３Ｄ）物体を作るために適用することができる。詳細には、焼結は、粉末材料の融点を
下回る温度で粉末粒子の融合（塊成化）を引き起こすことができるが、溶融は、粉末粒子
を完全に溶融して固体均質体を形成することができる。レーザー焼結又はレーザー溶融に
関連する物理的プロセスは、粉末材料へ熱を伝達し、次に粉末材料を焼結又は溶融させる
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プロセスを含む。レーザー焼結及び溶融プロセスは、広範囲の粉末材料に適用することが
できるが、製造ルート、例えば、焼結又は溶融速度の科学的及び技術的態様及び積層製造
プロセス時のミクロ組織発達に関する処理パラメータの作用は、種々の生産制約につなが
る可能性がある。例えば、本製造方法は、熱伝達、質量伝達及び運動量伝達、並びに化学
反応の複数のモードによって達成することができる。
【０００４】
　レーザー焼結/溶融技術は、具体的には、基板（例えば、ビルドプレート）上の制御さ
れた量の粉末材料（例えば、粉末金属材料）上へレーザービームを投射し、融合した粒子
の層又はその上の溶融材料を形成することを伴うことができる。多くの場合、走査パター
ンと呼ばれる予め定められた経路に沿って基板に対してレーザービームを移動させること
により、この層は、基板上で２次元（例えば、「ｘ」方向及び「ｙ」方向）に定めること
ができ、（例えば、「ｚ」方向の）層の高さ又は厚さは、レーザービームと粉末材料との
パラメータにより部分的に決定される。走査パターンは、走査ベクトル又はハッチライン
とも呼ばれる平行な走査線を含むことができ、２本の隣接した走査線の間の距離は、ハッ
チ間隔と呼ぶことができ、これはレーザービームの直径よりも小さいものとすることがで
き、粉末材料の完全な焼結又は溶融を確実にするのに十分な重なりを実現する。走査パタ
ーンの全部又は一部に沿ったレーザーの移動の繰り返しにより、更なる材料層が堆積され
、次いで焼結又は溶融され、それにより３次元物体の製造を容易にすることができる。
【０００５】
　例えば、レーザー焼結及び溶融技術は、１０６４ｎｍ又は約１０６４ｎｍで動作するＮ
ｄ：ＹＡＧレーザーなどの連続波（ＣＷ）レーザーを用いることを含みことができる。か
かる実施形態は、修理用途に特に適した比較的高い材料堆積速度を助けることができ又は
後続の機械加工動作が最終物を実現するために許容される。代替的に又は付加的に、他の
レーザー焼結及び溶融技術は、１以上の３次元物体の製造を助けるために例えばパルスレ
ーザー、異なるタイプのレーザー、異なる出力／波長パラメータ、異なる粉末材料又は様
々な走査パターンなどを利用することができる。しかし、これらの付加製造方法は、溶着
時に割れる可能性がある高温合金に関しては必ずしも適切であるとは限らない。
【０００６】
　従って、本技術分野では、別の付加製造方法及びろう付け可能な付加構造体を用いたハ
イブリッド物品が求められる。
【発明の概要】
【０００７】
　一実施形態では、付加製造方法が開示される。付加製造方法は、付加材料の複数の層を
繰り返し融合させてろう付け可能な付加構造を構築する段階を含む。付加材料は、ベース
合金と第２の合金とを含む混合物を含み、第２の合金は、ベース合金よりも低い溶融温度
をもつように十分な量の融点降下剤を含んでいる。
【０００８】
　他の実施形態では、ろう付け可能な付加構造が開示される。ろう付け可能な付加構造は
、融合する付加材料の複数の層を備え、付加材料は、ベース合金と第２の合金とを含む混
合物を含み、第２の合金は、ベース合金よりも低い溶融温度をもつように十分な量の融点
降下剤を含んでいる。
【０００９】
　さらに他の実施形態では、ハイブリッド物品が開示される。ハイブリッド物品は、表面
を有するベース構造と、ベース構造の表面に接合するろう付け可能な付加構造とを備える
。ろう付け可能な付加構造は、融合した付加材料の複数の層を含み、付加材料は、ベース
合金と第２の合金とを含む混合物を含み、第２の合金は、ベース合金よりも低い溶融温度
をもつように十分な量の融点降下剤を含んでいる。
【００１０】
　本明細書で論じられた実施形態により与えられるこれら及び追加の特徴は、図面と併せ
て以下の詳細な説明に鑑みてより十分に理解することができる。
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【００１１】
　図面に記載した実施形態は、本質的に例示的及び代表的であり、特許請求の範囲により
定められる本発明を限定するものではない。例示的な実施形態の以下の詳細な説明は、以
下の図面と併せて読むことで理解でき、同様の構造は、同様の参照符号で示される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本明細書に示す又は説明する１以上の実施形態によるタービンシュラウドシール
構造を含むターボ機械の部分概略図。
【図２】本明細書に示す又は説明する１以上の実施形態による付加製造方法の図。
【図３】本明細書に示す又は説明する１以上の実施形態による、ろう付け可能な付加構造
に修正可能なベース構造の斜視図。
【図４】本明細書に示す又は説明する１以上の実施形態による、ベース構造に接合された
ろう付け可能な付加構造を備えるハイブリッド物品の断面図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本開示の１つ又はそれ以上の特定の実施形態について、以下に説明する。これらの実施
形態の簡潔な説明を行うために、本明細書では、実際の実施態様の全ての特徴については
説明しないことにする。何れかの技術又は設計プロジェクトと同様に、かかる何らかの実
際の実施構成の開発において、システム及びビジネスに関連した制約への準拠など、実施
構成毎に異なる可能性のある開発者の特定の目標を達成するために、多数の実施時固有の
決定を行う必要がある点は理解されたい。さらに、かかる開発の取り組みは、複雑で時間
を要する可能性があるが、本開示の利点を有する当業者にとっては、設計、製作及び製造
の日常的な業務である点を理解されたい。
【００１４】
　本発明の種々の実施形態の要素を導入する際に、冠詞「ａ」、「ａｎ」、「ｔｈｅ」及
び「ｓａｉｄ」は、要素の１以上が存在することを意味するものとする。用語「備える」
、「含む」及び「有する」は、包括的なものであり、記載した要素以外の付加的な要素が
存在し得ることを意味する。
【００１５】
　図１を参照すると、例示的な実施形態に従って構成されたターボ機械は、全体が２で示
されている。ターボ機械２は、内部に圧縮機４が配置されたハウジング３を含む。圧縮機
４は、共通圧縮機／タービンシャフト又はロータを介してタービン１０に連結される。ま
た、圧縮機４は、複数の円周方向に離間した燃焼器（そのうちの１つを１７で示す）を介
してタービン１０に接続される。図示の例示的な実施形態では、タービン１０は、関連の
複数のブレード部材又はバケットを有する回転部材又はホイールを含む第１段、第２段及
び第３段を備える。ホイール及びバケットは、対応するステータベーン又はノズル５０と
一緒になってタービン１０の様々な段をさらに定めることができる。この構成において、
バケットは、ハウジング３の内面に密接に近接して回転する。
【００１６】
　さらに図２－４を参照すると、付加製造方法１００が例示されている。付加製造方法１
００は、ハイブリッド物品１を製造するためにターボ機械２の種々の部品の１以上に組み
込むことができるベース構造３０（例えば、ノズル５０）に利用することができる。詳細
には、付加製造方法１００及びハイブリッド物品１は、ろう付け可能な付加構造２０を利
用して、別の方法では溶接、ろう付け又は利用が難しい場合がある高温合金の組み込みを
容易にすることができる。
【００１７】
　特に図２－４を参照すると、付加製造方法１００は、全体的にステップ１１０において
付加材料の複数の層の融合を繰り返してろう付け可能な付加構造２０を製作する。本明細
書で用いる場合、「付加材料の複数の層の融合を繰り返すこと」及び「付加製造」は、３
次元物体をもたらす何らかのプロセスを指し、一度に１層でもって物体の形状を順次形成
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するステップを含む。例えば、図２に示すように、ステップ１１０における付加材料の複
数の層の融合を繰り返すことは、ステップ１１２における付加材料の複数の層の融合を繰
り返すステップと、ステップ１１４における他の層が必要か否かを決定するステップとの
個別ステップを含むことができる。ろう付け可能な付加構造２０が他の層を必要とする場
合、製作プロセスはステップ１１２を繰り返す。ろう付け可能な付加構造２０が他の層を
必要としない場合、付加製造方法１００は、終了又は次のステップに進む。
【００１８】
　限定されるものではないが、付加製造プロセスは、例えば、粉末材料を繰り返し融合さ
せるためにレーザー又は電子ビームを使用する、粉体床付加製造及び粉体供給付加製造プ
ロセスを含む。付加製造プロセスは、３次元プリンティング、レーザーネットシェイプ製
造、直接金属レーザー焼結（ＤＭＬＳ）、直接金属レーザー溶融（ＤＭＬＭ）、選択的レ
ーザー焼結（ＳＬＳ）、プラズマ移行アーク、自由形状製作等を含むことができる。付加
製造プロセスの１つの例示的なタイプは、レーザービームを使用して粉末材料を（例えば
、粉体床プロセスを使用して）融合（例えば、焼結又は溶融）させる。付加製造の他の例
示的なタイプは、結合材を使用して付加材料の複数の層の結合を繰り返して未焼結状態の
付加的に製造された部品を形成することを含むことができ、結合材は、その後バーンオフ
することができる。付加製造プロセスは、原材料として粉末材料又はワイヤを使用するこ
とができる。さらに、付加製造プロセスは、一般に、物体（物品、部品、部材等）を迅速
に製造する方法に関連することができ、複数の薄い単位層を順次形成して物体を製作する
。例えば、粉末材料の各層を準備し（例えば、布設し）、エネルギービーム（例えば、レ
ーザービーム）を照射することができ、これによって各層内の粉末材料の粒子が連続的に
融合されて層が凝固される。
【００１９】
　ステップ１１２で融合された付加材料は、ベース合金と第２の合金とを含む混合物を含
むことができ、第２の合金はベース合金よりも低い溶融温度をもつように十分な量の融点
降下剤を含んでいる。ベース合金と第２の合金を組合せることで、ろう付け可能な付加構
造２０を作ることができる。具体的には、第２の合金は、ベース合金単独よりも低い溶融
温度を与えることで、ろう付け可能な付加構造２０のベース構造３０への接合を助長する
ことができる。さらに、第２の合金は、ろう付け作業中にろう付け可能な付加構造２０の
侵入を助長して、ベース合金だけが存在する場合に発生する可能性がある空隙を低減する
か又は排除することができる。
【００２０】
　付加材料のベース合金は、ターボ機械２（例えば、ノズル５０）の内部の高温用途に適
する任意の適切な組成物を含むことができる。ある実施形態では、ベース合金は、ろう付
け可能な付加構造２０が接合するベース構造３０と同じか又は類似したものとすることが
できる。例えば、ある実施形態では、ベース合金は、ＭＡＲ－Ｍ－２４７、Ｒｅｎe  Ｎ
４、Ｒｅｎe  Ｎ５、Ｒｅｎe  １０８、ＧＴＤ－１１１（登録商標）、ＧＴＤ－２２２（
登録商標）、ＧＴＤ－４４４（登録商標）及びＩＮ－７３８等のニッケル基超合金又は後
述のＭＡＲ－Ｍ－５０９又はＦＳＸ－４１４等のコバルト基超合金からなることができる
。ある実施形態では、ベース合金の特性としては、高疲労強度、低い割れ性、耐酸化性及
び／又は機械加工性のようなベース構造３０（例えば、ノズル５０）との適合性を挙げる
ことができる。
【００２１】
　ある実施形態では、ベース合金は、接合するベース構造３０の溶融温度の約２５℃以内
の融点を有する。ある実施形態では、ベース合金は、約２．５～１１重量％のコバルト、
７～９重量％のクロム、３．５～１１重量％のタングステン、４．５～８重量％のアルミ
ニウム、２．５～６重量％のタンタル、０．０２～１．２重量％のチタン、０．１～１．
８重量％のハフニウム、０．１～０．８重量％のモリブデン、０．０１～０．１７重量％
の炭素、０．０８重量％以下のジルコニウム、０．６０重量％以下のケイ素、２．０重量
％以下のレニウム、残部のニッケル及び不可避不純物の組成範囲を含む。さらに別の実施
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形態では、ベース合金は、約９～１１重量％のコバルト、８～８．８重量％のクロム、９
．５～１０．５重量％のタングステン、５．３～５．７重量％のアルミニウム、２．８～
２．３重量％のタンタル、０．９～１．２重量％のチタン、１．２～１．６重量％のハフ
ニウム、０．５～０．８重量％のモリブデン、０．１３～０．１重量７％の炭素、０．０
３～０．０８重量％のジルコニウム、並びに残部のニッケル及び不可避不純物の組成範囲
を含む。
【００２２】
　さらに別の実施形態では、ベース合金は、ＭＡＲ－Ｍ－２４７とすることができる。か
かるベース合金は、約５９重量％のニッケル、約１０重量％のタングステン、約８．２５
重量％のクロム、約５．５重量％のアルミニウム、約３重量％のタンタル、約１重量％の
チタン、約０．７重量％のモリブデン、約０．５重量％の鉄及び約０．０１５重量％のホ
ウ素の組成範囲を含む。ある実施形態では、ベース合金は、ＭＡＲ－Ｍ－５０９とするこ
とができる。かかるベース合金は、約５９重量％のコバルト、約２３．５重量％のクロム
、約１０重量％のニッケル、約７重量％のタングステン、約３．５重量％のタンタル、約
０．６重量％の炭素、約０．５重量％のジルコニウム及び約０．２重量％のチタンの組成
範囲を含む。
【００２３】
　本明細書には付加材料のベース合金の組成物に関する特定の材料及び組成物が記載され
るが、この記載された材料及び組成物は、単に例示的かつ非限定的であり、他の材料を代
替的に又は追加的に使用できる。さらに、付加材料に関するベース合金の特定の組成は、
ベース構造３０（例えば、ノズル５０）の組成に左右される可能性がある。
【００２４】
　また、付加材料の第２の合金は、ベース構造３０（例えば、ノズル５０）に類似した組
成を有することができるが、さらに融点降下剤を含むことができ、ベース合金及び第２の
合金粒子の焼結を助長して、ベース構造３０の融点よりも低い温度で、ろう付け可能な付
加構造２０をベース構造３０に結合（例えば、ろう付け）できる。例えば、ある実施形態
では、融点降下剤は、ホウ素、ケイ素、ゲルマニウム及び／又はマンガンを含むことがで
きる。
【００２５】
　ある実施形態では、第２の合金は、ベース構造３０の粒成長又は初期溶融温度よりも約
２５℃～約５０℃低い融点を有する。かかる実施形態は、接合プロセス時に、ベース構造
３０及び／又はベース合金の所望のミクロ組織を良好に維持することができる。ある実施
形態では、第２の合金は、市販のＡＭＳ４７８２とすることができる。例えば、第２の合
金は、約７１重量％のニッケル、約１９重量％のクロム及び約１０重量％のケイ素の組成
範囲を含む。
【００２６】
　ある実施形態では、第２の合金は、約９～１０重量％のコバルト、１１～１６重量％の
クロム、３～４重量％のアルミニウム、２．２５～２．７５重量％のタンタル、１．５～
３．０重量％のホウ素、５重量％以下のケイ素、１．０重量％以下のイットリウム、残部
のニッケル及び不可避不純物の組成範囲を含む。例えば、ある実施形態では、第２の合金
は、市販のＡｍｄｒｙ　ＤＦ４Ｂニッケルろう付け合金とすることができる。
【００２７】
　さらに別の実施形態では、第２の合金は、ＷＥＳＧＯ　Ｃｅｒａｍｉｃｓ社から入手で
きるＭＡＲ　Ｍ－５０９Ｂとすることができる。かかる第２の合金は、約２２．９～２４
．７５重量％のクロム、９．０～１１．０重量％のニッケル、６．５～７．６重量％のタ
ングステン、３．０～４．０重量％のタンタル、２．６～３．１６重量％のホウ素、０．
５５～０．６５重量％の炭素、０．３～約０．６重量％のジルコニウム、０．１５～０．
３重量％のチタン、１．３重量％以下の鉄、０．４重量％以下のケイ素、０．１重量％以
下のマンガン、０．０２重量％以下の硫黄及び残部のコバルトの組成範囲を含む。
【００２８】
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　本明細書には、ろう付け可能な付加構造20の第２の合金の組成物に関する特定の材料及
び組成物が記載されるが、この記載された材料及び組成物は、単に例示的かつ非限定的で
あり、他の材料を代替的に又は追加的に使用できる。さらに、ろう付け可能な付加構造２
０に関する第２の合金の特定の組成は、ベース構造３０の組成に左右される可能性がある
。
【００２９】
　融合してろう付け可能な付加構造を形成する付加材料は、ベース合金と第２の合金との
任意の相対量を含むことができ、これは融点降下剤をもたらすのに十分なものであり、ベ
ース合金及び第２の合金粒子の相互の及びベース構造３０の表面３１に対する湿潤及び結
合（例えば、拡散／ろう付け結合）を保証する。
【００３０】
　例えば、ある実施形態では、付加材料は、約２５重量％～約７５重量％のベース合金及
び約７５重量％～約２５重量％の第２の合金を含むことができる。ある実施形態では、付
加材料は、約４０重量％～約６０重量％のベース合金及び約６０重量％～約４０重量％の
第２の合金を含むことができる。ある実施形態では、付加材料は、約５０重量％のベース
合金及び約５０重量％の第２の合金を含むことができる。本明細書には、ベース合金と第
２の合金との特定の相対範囲が示されているが、これらの範囲は単に例示的かつ非限定的
であり、前述の十分な量の融点降下剤を提供する任意の他の相対組成を実現することもで
きる。
【００３１】
　さらに、付加材料において、ベース合金及び第２の合金の複数の組合せを利用すること
ができる。ある実施形態では、ベース合金は市販のＭＡＲ－Ｍ－２４７とすること及び第
２の合金は市販のＤＦ４Ｂとすることができる。ある実施形態では、ベース合金は市販の
ＭＡＲ－Ｍ－２４７とすること及び第２の合金は市販のＡＭＳ４７８２とすることができ
る。ある実施形態では、ベース合金は市販のＭＡＲ－Ｍ－５０９とすること及び第２の合
金はＭＡＲ－Ｍ－５０９Ｂとすることができる。
【００３２】
　従って、ろう付け可能な付加構造２０は、付加製造方法１００のステップ１１０で製作
する際に種々の形状及び構成とすることができる。例えば、ある実施形態では、ろう付け
可能な付加構造２０は、凹凸輪郭を成すことができる。かかる実施形態では、特に、ろう
付け可能な付加構造２０は、ベース構造３０の表面輪郭と実質的に一致する凹凸輪郭を成
すことができ、ろう付け可能な付加構造２０及びベース構造３０は、間隙が少ないか又は
無い状態で接合することができる。例えば、かかる実施形態では、ろう付け可能な付加構
造２０を利用して、ベース構造３０の表面３１に作られた１以上の表面特徴部３２（例え
ば例示の微小流路）を閉じることができる。ある実施形態では、ろう付け可能な付加構造
２０は、流路、通路、チューブ、ピン、プレート等の１以上の他の表面特徴部を含んでい
てもよい。かかる実施形態は、燃焼部品又は高温ガス経路部品等のターボ機械２の１以上
の部材のための種々の複雑な幾何学的形状を可能にすることができる。本明細書では、ろ
う付け可能な付加構造体２０の特定の実施形態が検討及び例示されているが、これは単な
る非限定的な例であり、追加的な又は代替的な実施形態を実現できる。さらに、ある実施
形態では、ろう付け可能な付加構造２０を作るステップ１１０は、後続の接合作業を容易
にするための及び／又は１以上の表面特徴部３２を組み込むための、ろう付け可能な付加
構造２０に対する何らかの追加の機械加工ステップを含むことができる。ある実施形態で
は、ろう付け可能な付加構造２０は、ＨＩＰ及び／又は拡散加熱処理を受けることができ
る。このプロセスは、何らかの可能性のあるろう付け可能な付加構造２０をベース構造３
０に接合するステップの前、その間及び／又はその後で行うことができる。
【００３３】
　さらに図２を参照すると、随意的に、付加製造方法１００は、ろう付け可能な付加構造
２０をベース構造３０の表面３１に接合してハイブリッド物品１を形成するステップをさ
らに含むことができる。
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【００３４】
　ベース構造３０は、ろう付け可能な付加構造２０が接合することができる表面３１を有
する部品の任意のタイプ又はその一部を含むことができる。例えば、ある実施形態では、
ベース構造３０は、図３に示すようなノズル５０を備えることができる。かかるベース構
造３０の注目すべき他の例としては、タービンバケット（ブレード）、シュラウド及び他
の高温ガス経路等のタービン部品及び産業用ガス又は蒸気タービンもしくは航空機ガスタ
ービンエンジン等のタービンの燃焼部品を挙げることができる。ある実施形態では、ベー
ス構造３０の表面３１は、図３のノズル５０が有する例示の微小経路等の１以上の表面特
徴部３２を備えることができる。
【００３５】
　また、ベース構造３０は、ろう付け可能な付加構造２０との接合用途（例えば、ろう付
け又は溶着）に適した任意の金属又は合金基材を備えることができる。ある実施形態では
、ベース構造は、ろう付け可能な付加構造２０を構成する付加材料のベース合金と同じか
又は実質的に類似した材料を含むことができる。例えば、ある実施形態では、ベース構造
３０は、ニッケル基、コバルト基又は鉄基超合金を含むことができる。ベース構造３０は
、Ｒｅｎe  Ｎ４、Ｒｅｎe  Ｎ５、Ｒｅｎe  １０８、ＧＴＤ－１１１（登録商標）、Ｇ
ＴＤ－２２２（登録商標）、ＧＴＤ－４４４（登録商標）、ＩＮ－７３８及びＭａｒＭ　
２４７等のニッケル基超合金又はＦＳＸ－４１４等のコバルト基超合金を含むことができ
る。ベース構造３０は、等軸一方性凝固（ＤＳ）又は単結晶（ＳＸ）鋳造物として形成す
ることができ、ガス又は蒸気タービンの内部での比較的高温及び高応力に耐える。
【００３６】
　ろう付け可能な付加構造２０をベース構造３０に接合するステップ１２０は、任意の適
切な加熱用途（例えば、ろう付け又は溶着）を通して生じることができる。詳細には、接
合ステップ１２０は、ベース合金を溶融させずに、付加材料の第２の合金の少なくとも一
部を溶融させるのに十分な熱を加えるステップを含むことができる。かかる実施形態は、
ベース合金の特性を弱めることなく又はハイブリッド物品１全体の品質を低下させずに（
例えば、割れ等を阻止する）、ろう付け可能な付加構造２０をベース構造３０に接合する
ことを可能にする。例えば、ろう付け可能な付加構造２０をベース構造３０の表面３１に
接合するためにステップ１２０で加えられる熱は、何らかの適切な温度、熱源、繰り返し
、温度変化率、保持時間、サイクル及び何らかの関連パラメータを含むことができ、第２
の合金を部分的に溶融させることで、各材料を接合（例えば、ろう付け、固着等）してハ
イブリッド物品１全体を形成する。ある実施形態では、ステップ１２０において複数の付
加構造２０をベース構造３０に接合することができる。ある実施形態では、ステップ１２
０において付加構造２０を複数のベース構造３０に接合することができる。ある実施形態
では、ステップ１２０において複数の付加構造２０を複数のベース構造３０に接合するこ
とができる。
【００３７】
　ここで特に図４を参照すると、付加製造方法１００において、ろう付け可能な付加構造
２０をベース構造３０の表面３１に接合した結果として、ハイブリッド物品１を製作する
ことができる。ハイブリッド物品１は、表面近くの微小経路を含むような種々のタービン
部品を構成することができる。例えば、ハイブリッド物品１は、ターボ機械２のタービン
バケット（ブレード）、ノズル（ベーン）、シュラウド、並びに他の高温ガス経路及び燃
焼部品を含むことができる。ろう付け可能な付加構造２０のろう付け可能な態様は、割れ
を生じることなく、溶融温度が高い材料をベース構造に接合（例えば、ろう付け）するの
を助けることができる。さらに、ろう付け可能な付加構造２０は、ベース構造３０に対し
て輪郭形成することができ、ハイブリッド物品１の可能性のある用途に基づいて同じ又は
異なる材料を含むことができる。
【００３８】
　限られた数の実施形態のみに関して本発明を詳細に説明してきたが、本発明はかかる開
示された実施形態に限定されない。むしろ、本発明は、上記で説明されていない多くの変
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形、改造、置換又は均等な構成を組み込むように修正することができるが、これらは、本
発明の技術的思想及び範囲に相応する。加えて、本発明の種々の実施形態について説明し
てきたが、本発明の態様は記載された実施形態の一部のみを含むことができる点を理解さ
れたい。従って、本発明は、上述の説明によって限定されると見なすべきではなく、添付
の請求項の範囲によってのみ限定される。
【符号の説明】
【００３９】
１　ハイブリッド物品
２　ターボ機械
３　ハウジング
４　圧縮機
１０　タービン
１７　燃焼器
２０　ろう付け可能な付加構造
３０　ベース構造
３１　表面
３２　表面特徴部
５０　ノズル

【図１】 【図２】

【図３】
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